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⑤「普通徴収申請者　合計人数」
普通徴収申請者の合計人数を記載してください。
提出前に、この申請書の後ろに並べている普通徴収対象者の給与支払報告書（個人別明細書）の枚数と、
普通徴収申請者の合計人数に相違がないか確認してください。

④「略号」、「申請理由」、「人数」
申請理由に該当する従業員の方について、普通徴収申請者として提出することができます。申請理由ご
との人数を「人数」欄に記載してください。
また、普通徴収申請者の給与支払報告書（個人別明細書）の「摘要」欄には、必ず該当する申請理由の略号
（Ａ~Ｇ）を記載してください。

①「指定番号」、②「氏名又は名称」、③「個人番号又は法人番号」
本市から送付した普通徴収申請書には、①「指定番号」、②「氏名又は名称」が印刷されています。③の「個人
番号又は法人番号」を記載してください。
②「氏名又は名称」に変更等がございましたら、二重線で消し、朱書きで訂正してください。

給与支払報告書総括表記載要領 普通徴収申請書記載例

※普通徴収申請書は、必ず提出してください。（普通徴収申請者が0人の場合も含む）
普通徴収申請書の提出がない場合や、普通徴収申請書に記載がない場合は特別徴収となります。

※下記申請理由に該当する従業員の方でも、特別徴収することができる場合は、普通徴収申請書の内訳
には加えず、特別徴収対象者として提出してください。

※本市から送付した総括表には、「指定番号」、「給与支払者の氏名又は名称」、「所在地」が印刷されていま
す。送付した総括表を使用しない場合でも、「指定番号」等の確認のため、作成した総括表と併せて本市
から送付した総括表も提出してください。

「指定番号」
本市から付与されている97から始まる10桁の「特別徴収義務者指定番号」を記載してください。
新設された事業所など、指定番号が不明の場合は「新規」と記載してください。
「給与の支払期間」
「報告人員の合計」欄で計上された人員に給与を支払った期間を記載してください。
「給与支払者の個人番号又は法人番号」
給与支払者が法人の場合は法人番号（13 桁）、個人事業主の場合は個人番号（マイナンバー）
（12桁、右詰め）を記載してください。
「給与支払者の氏名又は名称」、「同上の所在地」
「フリガナ」も必ず記載してください。本市から送付した総括表で、印刷されている内容に変更
等がありましたら、二重線で消し、朱書きで訂正してください。
「給与支払者が法人である場合の代表者の氏名」
経理責任者の職氏名を記載してください。給与支払者が国の機関である場合には、国の機関名を
記載してください。
「連絡者の氏名、所属課、係名及び電話番号」
この報告書について応答する者の氏名、所属課、係名及びその電話番号を記載してください。
「関与税理士等の氏名及び電話番号」
税理士等が報告書を作成する場合に、報告書に関する問合せ先となる税理士等の氏名及び電話番
号を記載してください。
「受給者総人員」
１月１日現在において給与の支払をする事務所、事業所等から給与等の支払を受けている者の総
人員を記載してください。
「特別徴収対象者」
本市に「給与支払報告書（個人別明細書）」を提出する者で、特別徴収の対象となるものの人員
を記載してください。
「普通徴収対象者（退職者）」
本市に「給与支払報告書（個人別明細書）」を提出する者で、普通徴収の対象となるもののうち
退職者の人員を記載してください。
「普通徴収対象者（退職者を除く）」
本市に「給与支払報告書（個人別明細書）」を提出する者で、普通徴収の対象となるもののうち
退職者を除いた人員を記載してください。
「報告人員の合計」
「特別徴収対象者」、「普通徴収対象者（退職者）」及び「普通徴収対象者（退職者を除く）」の人員
の合計を記載してください。提出する給与支払報告書（個人別明細書）の枚数と一致しているか
確認してください。
「給与の支払方法及びその期日」
月給、週給等及び毎月20日、毎週月曜日等と記載してください。
「納入書の送付」
本市では電算システム上、「必要・不要」の選択による対応ができないため、記載は不要です。
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